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１２ 「音声教材」の無償給与について 

 
  ・ 音声教材は、発達障害等により、読み書きが困難な児童生徒が給与を受けられます。 
  ・ 音声教材は、下記の６つの団体が製作・提供しています。 
  ・ 申請は、保護者・学校・教育委員会等が、各団体のホームページから行うことができます。 
  ・ 通常の紙媒体の教科書とは別に、年度の途中からでも申請して利用できます。 
  ・ 毎年10月末頃、翌年度の音声教材について需要数の報告をしていますが、給与を受けるた 
   めには、需要数報告とは別に直接各団体へ申請を行う必要があります。 
  ・ 音声教材のサンプル集は、市町村教育委員会や教科書センターに配布されています。 
 
 
【参考資料：文部科学省のホームページに掲載 「文部科学省 音声教材」で検索】 
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１３ 義務教育諸学校の教科用図書の無償給与制度に関する趣旨の徹底 

  について（通知） 

 
 
                                   文 初 管 1 0 6 号       

                                   昭和 58年 1月 21日  

 各都道府県教育委員会 殿 

                                 文部省初等中等教育局長  

                                      鈴 木  勲  

 

 

       義務教育諸学校の教科用図書の無償給与制度に関する趣旨の徹底について（通知） 

 

 

 義務教育諸学校の教科用図書の無償給与制度は，「義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律」

（昭和37年法律第60号）及び「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律」(昭和 38年

法律第182号）に基づき，昭和38年度より行われているものであり，実施以来20年にわたり，我が

国の学校教育を支える重要な施策として，その発展充実に大きな役割を果たしてきました。 

 しかしながら，最近，現下の厳しい財政状況等を背景に，義務教育諸学校の教科用図書の無償給与

制度の趣旨，必要性など制度の基本にかかわる論議が行われ，その関連で，学校教育活動における教

科用図書無償の意義の理解や教科用図書の取扱いについて種々の意見が出されております。 

 いうまでもなく，義務教育諸学校の教科用図書の無償給与制度の趣旨は，憲法第26条に定める義務

教育無償の精神をより広く実現するものとして，我が国の将来を担う児童・生徒に対し，国民全体の

期待をこめて，その負担によって実施しようとするものであります。 

 したがって，教科用図書の給与は，制度の趣旨を十分徹底させるため，入学式又は始業式の当日等

において，校長がこの趣旨を説明して直接支給することが適切であるとされているのであります。（「義

務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律等の施行について」（昭和39年 2月 14日付け文部

事務次官通達）この際，改めてこの制度の趣旨に思いをいたし各学校においてはこのことを一層徹底

し，児童・生徒に対する適切な指導が行われるようにするとともに，更に保護者に対してもこのよう

な趣旨が理解されるような配慮が必要であります。 

 ついては，貴職におかれては，前記の点に留意の上，適切な教科用図書の取扱いについて，格段の

配慮をお願いします。 

 また，貴管下の市町村教育委員会，学校法人理事長等に対し，この趣旨を徹底されるよう，併せて

御配慮願います。 
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１ ４ 　 令和６ 年度における義務教育諸学校用の無償給与事務の適正な処理について（ 通知） 　
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１５ 無償給与事務 Ｑ＆Ａ 

 １ 給与の原則                                            

 

 Ｑ１ 長期欠席中の児童生徒に教科書を無償給与できるか。 
 

 Ａ 長期欠席中の児童生徒も、義務教育諸学校に在学する以上、当然給与の対象となるが、給与の時期は、 

  これらの児童生徒が通学を開始し、授業で教科書を実際に使用することになった時に行うのが適当である。 

   ただし、自宅や病院等で学習のために必要である場合、学校に通学せず、在籍する学校長が認める適応指 

  導教室等で学習する場合において、教科書が必要であると在籍学校長が判断する場合給与することは可能で 

  ある。この場合、在籍する学校と保護者が連絡を取り合うなどして、児童生徒の実情にあわせて給与が行え 

  るようにすることが必要である。 

   長期欠席中の児童生徒への教科書給与が、前期（４月１日～15日）・後期（９月１日～15日）の給与期間 

  に行われなかった場合は、速やかに取次店に返付し、学校に保管しておくことがないように注意する。 

 

 Ｑ２ 外国籍の児童生徒に教科書を無償給与できるか。 
 

 Ａ 義務教育諸学校に在学する児童生徒であれば、国籍のいかんを問わず、給与の対象として差し支えない。 

  ただし、原則として年齢相当の学年に在籍させ、その学年の教科書を給与する。 

 

 Ｑ３ 学齢を過ぎて中学校に在学している生徒に教科書を給与できるか。 
 

 Ａ 義務教育諸学校に在学している生徒である以上、無償措置法による教科書の無償給与はできる。 

 

 Ｑ４ 前期用の給与日（４月入学式又は始業式）、後期用の給与日（９月１日～15日）に学籍が 

   あるが、既に児童生徒が少年院等に入院しているような場合、教科書の給与はどのようにし 

   たらよいか。 

 Ａ 少年院等にあっては、必要な教科書は施設で別に給与されているので、公立小・中学校に籍があったと 

  しても、無償措置法による教科書の無償給与はできない。なお、その後、学年の途中に少年院等から戻り、 

  授業を受けることとなった場合は、復学したその時点で、「転学扱い」で給与する。 

 

 Ｑ５ 行方不明になっている児童生徒に、４月になって前期用教科書を給与してよいか。 

 Ａ 児童生徒が戻ってきた時点で、転学扱いで給与する。教科書が学校に納付されている場合は返付し、学 

  校で保管することがないように注意する。他校に転出したことが判明したら、「未給与」の給与証明書を発 

  行する。 

 
 

 Ｑ６ 災害等で教科書を滅失又はき損した児童生徒の場合はどうするか。 

 Ａ 無償措置法上、教科書の給与は使用教科書ごとに１回限りであるので、一度、教科書の給与を行った後 

  は再給与できない。したがって、児童生徒の自宅の火災等で教科書を焼失した場合には、無償で給与するこ 

  とはできない。ただし、災害救助法が適用された災害に見まわれた場合は、災害救助法に基づいて、他の学 

  用品等と同じ扱いで給与することが可能となる。また、災害救助法が適用されない地域で被害があった場合 

  には、各発行者の好意により無償で配布される場合がある。いずれにしても、居住地の市町村教育委員会と 

  児童生徒の通う学校（国立・私立等も含む）が協力して行う。（いずれにしても義務教育指導課に連絡する。） 

  

 Ｑ７ 就学義務猶予免除者に対する教科書無償給与の取扱いはどうするか。 

 Ａ 就学義務猶予免除者で、教科書の給与を希望し、かつ、市町村教育委員会が教科書による学習が可能で 

  あると認める者に対し、次のような方法で行われる。 

   → 給与申請書等は、４月下旬～５月上旬にかけて県から市町村教育委員会へ送付される。 

   ⑴ 保護者が申請する場合…給与を希望する保護者は、就学義務猶予免除者教科書給与申請書（Ａ）に所 

    要事項を記入の上、当該市町村教育委員会へ提出する。 
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   ⑵ 市町村教育委員会教育長等が保護者に代わって申請する場合…市町村教育委員会の教育長は、就学義 

    務猶予免除者教科書給与申請書（Ｂ）に所要事項を記入する。 

   ※ 市町村教育委員会は、給与申請書（Ａ）（Ｂ）に教科書給与申請者一覧を添付して、県教育委員会へ 

    送付する。（提出期限は５月下旬～６月上旬） 

   → 県教育委員会は、申請書を取りまとめ文部科学省へ提出する。文部科学省は、申請書によって給与対 

    象者を決定し、県教育委員会を通して、市町村教育委員会へ通知する。教科書の給与は、埼玉県教科書 

            供給所を通じて、市町村教育委員会へ届けられる。（受領期限は８月31日） 

 

 Ｑ８ 原級留置の措置を受ける者が、前年度に給与された教科書と同一のものを次年度も使用す 

   ることになる場合、再度給与できるか。 

 Ａ 教科書は、同一年度内に同一人に対して、同一の教科書を再度給与することはできないが、原級留置の 

  措置を受けた場合は、あくまでも同一年度内における教科書の再給与ではないので、採択替えがなく同一の 

  教科書を使用する場合においても、教科書を再給与することは差し支えない。ただし、前年度において給与 

  した教科書を使用することができるのであれば、財政的観点から可能な限り使用させることが望ましい。 

 

 Ｑ９ 特別支援学級で「おんがく☆」を使用する児童が、通常学級で検定本の音楽の教科書も使 

   用するので「おんがく☆」と検定本の音楽の教科書を併せて給与してよいか。 

 Ａ 教科書の給与は原則として種目ごとに１種となっているので、どちらか１冊しか給与することはできな 

  い。 

 
 

 Ｑ10 特別支援学級で「せいかつ☆☆」を使用する児童が、検定本の「家庭」の教科書も使用した 

   いと考えている。「せいかつ☆☆」と検定本の「家庭」の教科書を併せて給与してもよいか。 

 Ａ 文部科学省著作特別支援学校知的障害者用教科書を使用する場合には、原則として同種目の検定教科書及 

  び一般図書を給与することはできない。「せいかつ☆☆」を給与する場合には、検定教科書の生活、社会、 

  理科及び家庭は給与しないこととなっている。 

 

 Ｑ11 中学校音楽一般上下巻について、下巻は第３学年になってから使用するので、３学年にな 

   ってから給与することにして、第２学年前期用として納入指示書を交付しなくてよいか。 

 Ａ 音楽一般上下巻は、第２学年で給与することになっているので、第３学年前期用としては給与できない。 

  ２学年前期用としての納入指示書を交付する。 

 

 Ｑ12 ２期制をとる小学校や曜日の関係で、８月中に授業や始業式が行われる場合、８月中に後 

   期用の教科書が給与できるか。 

 Ａ ８月中に給与することはできない。無償措置法施行規則第２条第２項により後期用教科書は９月１日か 

  ら９月１５日までに給与するものと定められている。北海道・東北など２学期の始業式が８月中に行われる 

  場合も、後期用教科書は９月１日から９月１５日までに給与されている。 

 

 Ｑ13 附則第９条図書（いわゆる絵本本）を継続して使用する場合、破損が激しいため、次年度に 

   再給与してほしいという申し出があったが、再給与できるのか。 

 Ａ 教科書の滅失・毀損を理由とした再給与は、災害による被害があった場合に行われる災害救助法に基づ 

  く教科書の給与を除きできない。一般図書（附則9条図書）も含め、現行の義務教育教科書の無償給与制度 

  の下で教科書の再給与が行われるのは、児童生徒が転学した場合で転学後使用することとなる教科書が現在 

  使用中の教科書と異なるときに限られている。 

   一般図書の給与にあたっては，過年度・他教科の給与履歴を含めて児童・生徒それぞれの給与実績を十分 

  確認し同一図書を二重給与しないよう留意すること。特に、中学校・中学部においては，小学校・小学部の 

  給与履歴も確認し二重給与を防止すること。 
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２ 転学用教科書の給与                                      

 

 Ｑ14 新年度になって、始業式前に中学校第２学年の転出生徒が出た。給与はどうするか。 

 Ａ  給与しない。給与証明書については、多学年使用教科書のうち、当該学年でも継続使用している教科書 

   をもらさず記入するとともに、併せて「第２学年前期教科用図書未給与」の旨を記入し、給与証明書を発 

   行する。 

 

 Ｑ15 転入前の学校が不明、父母に尋ねても家庭の事情等により厳として言わない場合があるが、 

   この取扱いはどうしたらよいか。 

 Ａ 転入前に教科書の給与を受けたか否かを確認し、受領している場合は、所持している教科書を調べ（現 

  物確認）、異なる教科書のみを給与する。受領していない場合は、全教科を給与することとなるが、転学用 

  の給与児童生徒名簿に、この旨を記載しておく。 

 

 Ｑ16（ア）同一年度内に転出し、又転入して来た場合はどのように取り扱うのか。 

   （イ）同一年度内に２回以上転校を重ねて、転入があった場合の取り扱いはどうするのか。 

 Ａ （ア）にあっては、同一年度内に給与してあるので、たとえ紛失していても再給与はできない。 

   （イ）にあっては、転校ごとに給与されたすべての教科書を調査し、同一教科書の重複給与を避ける。 

 

 Ｑ17 小学校用教科書「国語」「社会」「算数」「理科」の上巻本を９月以降に転学や編入学して 

   きた児童に給与することはできるか。 

 Ａ 上巻・下巻の教科書区分は給与期間を示したもので、使用期間を示したものではない。したがって、各 

  学校の指導計画で上巻の内容を取り扱う時期の転学・編入学であれば、上巻を給与することができる。ただ 

  し、復習や振り返り等で使用するときは無償給与の対象とはならない。上巻本を給与する場合には、年間指 

  導計画を確認し、使用するか必ず確認をすること。 

 

 Ｑ18 1月に小学校第１学年に転入してきた児童に対して、算数の教科書（東書）を給与する場合、 

   「あたらしい さんすう１①」は給与しなくてもよいか。 

 Ａ 給与する必要がある。東書・大日本・啓林館・日文の算数の教科書1年生用においては、2分冊となって

いるが、使用期間に関わらず、2分冊を併せて給与することとなっている。また、東書の社会6年生用につ

いても2分冊となっているが、使用期間に関わらず、「政治・国際編」「歴史編」は併せて給与する。 

 

 Ｑ19 １月に外国等から編入学してきた児童に、日本語指導等のために小学校用教科書「国語」 

   等の上巻本を給与することはできるか。 
 

 Ａ     特別の教育課程による指導（例：日本語指導等）を行うのであれば、給与できる。これは、平成26年１ 

  月 14日に公布された学校教育法施行規則の一部改正により、同規則第56条の2などに基づき、帰国・外国 

  人児童生徒等に対する日本語指導を当該児童生徒の在籍学級以外の教室で行われる指導について特別の教 

  育課程を編成・実施できるようになったことによる。（令和2年１月31日付け元初教科第31号「令和2年 

  度における義務教育諸学校用教科書の無償給与事務の適正な処理について(通知)」） 

   なお、給与した際は、転学用の給与児童生徒名簿にその旨を記載しておく。 

 

 Ｑ20 ９月以降、中学校３学年に転学や編入学があった。社会科・歴史的分野の給与はどうするか。 
 

 Ａ 公民的分野の学習が始まっていれば、原則として給与しない。 

   中学校３年での歴史的分野の授業時数は、40時間である。そのため、遅くとも９月には、公民的分野の 

  授業が始まっている。必ず各学校の指導計画を確認して、適切に給与する。 

 

 Ｑ21 ３月に転入・編入学してきた児童生徒に教科書を給与することはできるか。 
 

 Ａ できない。後期転学の給与は２月末日までであり、３月の転入・編入学には教科書を給与することはで 

       きない。ただし、多学年使用教科書は、次年度、前期用の教科書と併せて給与することができる。 



54 
 

 Ｑ22 小学校第２学年に転入してきた児童に生活科や図画工作科の教科書を給与する場合、下巻 

   のみ給与すればよいか。 

 Ａ 生活科や図画工作科のように２年間継続使用する教科書については、学校で使用されているのであれば、 

  上下巻セットで給与することができる。ただし、復習や振り返り等で使用するときは無償給与の対象とはな 

  らない。必ず各学校の指導計画を確認して、適切に給与する。 

 

 Ｑ23 海外から一時帰国した児童が家の都合でやや長めの滞在になり学校に通いたいと申し出て 

   いる。教科書を給与できるか。 

 Ａ 正式に編入するのであれば給与できる。 

 

 Ｑ24 児童虐待により転居してきた児童生徒に、教科書の無償給与は可能か。 
 

 Ａ                      児童虐待の防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号）第２条に規定する児童虐待を受けた児童生徒 

  が、居住場所の変更等の事情により一度給与した教科書の使用が困難になった場合は、再度、教科書を給与 

  できる。その場合は、義務教育指導課教科書担当まで必ず連絡を入れてから対応する。（義務教育指導課が、 

  令和６年２月１日付け５初教科第27号「令和６年度における義務教育諸学校用教科書の無償給与事務の適 

  正な処理について(通知)」【71ページを参照】にある「別紙10」に基づき、文部科学省へ報告・相談をする 

  必要があるため） 

   なお、義務教育指導課への連絡については、「①対象児童生徒の学年、②転入日（学籍の有無）、③給与証 

  明書の有無（給与証明書がない場合は現物確認の有無）、④給与予定日（報告日以降）、⑤給与が必要な教科 

  書（採択が同じ教科、採択が異なる教科、上下巻が必要かどうか等）、⑥給与済みの教科書の所在、⑦給与 

  済みの教科書が使用できない理由」を伝えること。納入指示は、義務教育指導課から文部科学省への報告が 

  済み次第行う。 

 

 Ｑ25 教科書の給与の時期は、どのように区分されているのか。 

 Ａ               教科書の児童生徒に対する給与は、無償措置法、同法施行令及び同法施行規則に基づいて行われており、 

  同法施行規則第２条第２項により、次のように区分している。 

  ⑴ 前期用教科書（４月１日から４月１５日までに給与する教科書。ただし、前期転学用教科書は除く） 

  ⑵ 後期用教科書（９月１日から９月１５日までに給与する教科書。ただし、後期転学用教科書は除く） 

  ⑶ 前期転学用教科書（転学等に伴い、４月１日から８月３１日までに給与する教科書。ただし、前期用教 

   科書は除く） 

  ⑷ 後期転学用教科書（転学等に伴い、９月１日から翌年の２月末日までに給与する教科書。ただし、後期 

   用教科書は除く） 

    このことから、例えば８月31日までに転学等した児童生徒に、８月３１日までに給与した場合は前期 

   転学用教科書として処理し、９月１日以降に給与した場合は、後期転学用教科書として処理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       

                                  埼玉県マスコット「コバトン」 
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給与証明書について 

 

 Ｑ26 給与証明書を持たずに転入があった場合はどうするか。 

 Ａ          至急、児童生徒が所持している教科書（現物）を確認したり、転入前の学校に問い合わせたりする。転 

  入前の学校長に給与証明書の交付を督促するとともに、児童生徒には転入前の学校と異なる教科書を速やか 

  に給与する。また、児童生徒が持参した給与証明書に誤りがあった場合には、転入前の学校に問い合わせ、 

  正しい給与証明書を再交付してもらう。 

 

 Ｑ27 転入し、再度転出する場合、転入時に交付を受けた給与証明書はどうするのか。 

 Ａ         現学校の給与証明書と、転入時に交付を受けた証明書の写しとを合わせて転出先に交付する。特に、多 

  学年にわたって使用する教科書を使用している場合は、その教科書の使用の始期の学年までさかのぼって転 

  入時に交付を受けた証明書の写しを交付する。 

 

 Ｑ28 転学先の学校名が不明の場合、給与証明書の宛先はどうするか。 

 Ａ 「転学先小(中）学校長 (殿）」と記入する。 

 

 Ｑ29 転出の年度以前に給与した「地図」等の教科書は、給与証明書に記入するのか。 

 Ａ           多学年使用教科書は、転学の年度以前にその学校で給与され、引き続き転学後も使用する場合は、給与 

  教科書として必ず記入して交付する。 

   ただし、システムでは、その学年に給与する教科書のみが反映されるので、必要に応じて多学年使用教科 

  書を追加したり、過去の給与証明書を交付したりする。 

 

 Ｑ30 同一市町村内の学校へ転出する場合、給与証明書は交付するのか。 

 Ａ 給与証明書は、転出する際はいかなる場合でも交付する。 

 

 

３ 海外へ（から）の転学                                     

 

 Ｑ31 外国から帰国した児童生徒の給与は、どのように取り扱ったらよいか。 

 Ａ 文部科学省では、在外日本人子女にも、外務省及び在外公館を通じて、無償給与を実施している。 

       外国での給与内容を確認し、受領している場合は、給与証明書が無くとも所持している教科書を確認し、 

  国内の転入児童生徒と同様の取扱いとなる。しかし、海外にあっては、教科書の追加補給等に期日を要する 

  等のことから、現地の学校に教科書を返納して帰国することがあるので、この場合は全教科を給与すること 

  になる。なお、転学用の給与児童生徒名簿の「転学前の学校において給与を受けた教科用図書の記号番号」 

  欄に、この旨を記載しておく。 

 

 Ｑ32 外国へ転出する場合、給与証明書は交付するのか。 

 Ａ 給与証明書は、転出する際はいかなる場合でも交付する。 

 

 Ｑ33 外国へ転出する場合は、教科書は給与されるのか。 

 Ａ Ｑ28 のとおり、外国にあっても日本人子女には教科書が給与される。転出者は、所定の申請書に出国前 

    に交付を受けた教科書給与証明書を添付して、海外子女教育振興財団に持参又は郵送すれば、出国直後の 

    学習に必要な教科書を、出国前に給与する措置を行っている。 

  ※ 財団法人海外子女教育振興財団 

    〒105－0002 東京都港区愛宕1－3－4 愛宕東洋ビル６階  Tel O3－4330－1341 

    ＨＰアドレス  http://www.joes.or.jp/kyokasho/index.html 


